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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第96期

第１四半期
連結累計期間

第97期
第１四半期
連結累計期間

第96期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 11,280 10,857 57,129

経常利益 (百万円) 1,327 3,676 12,999

親会社株主に帰属する四半期(当
期)純利益

(百万円) 1,132 3,283 11,368

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,870 2,650 13,921

純資産額 (百万円) 68,494 79,781 80,153

総資産額 (百万円) 75,973 87,156 89,852

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 58.05 168.36 582.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 89.77 91.22 88.89

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあ

りません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益等は持ち直している一方で、新型コロナウイルス感

染症(以下、感染症)は感染者数下げ止まりの傾向が見られ、また、ウクライナ情勢の影響は不透明感を増してお

り、回復基調の中で弱さも混在した推移となりました。

海外経済については、概ね雇用・所得環境等は堅調に推移しておりますが、感染症再拡大懸念、金融資本市場の

変動、ウクライナ情勢及びインフレ加速に伴う景気減速懸念の影響等により、不確実性の高い状況が継続しまし

た。

このような状況のもと、当社グループの売上高並びに損益の大半を占めるニッケル事業の主需要先であるステン

レス鋼業界は、経済活動正常化の動きに伴い需要は持ち直し傾向ではありましたが、中国の感染症再拡大による経

済活動抑制の影響及びウクライナ情勢の長期化懸念等により市況の不透明感が増しており、生産設備等の稼働率は

ばらつきを見せ始めた推移となりました。

このため、フェロニッケル需要は、一部に減速感の見られる推移となりました。

フェロニッケル製品の主原料であるニッケル鉱石の調達は、当社生産・販売数量に見合う調達は維持しました。

また、ニッケル鉱石の価格に関しては、インドネシア未加工鉱石禁輸政策による影響及び底堅いニッケル鉱石需要

等を背景に高水準で推移しており、生産コスト高へ影響しました。

ロンドン金属取引所(ＬＭＥ)におけるニッケル価格は、金融資本市場の変動、ウクライナ情勢に関連する複合的

な要因及び不透明な原油商品市況等の影響は継続しており、加えて、インフレ加速による景気減速懸念も意識さ

れ、軟調な推移となりました。

その中で、当社のフェロニッケル販売数量は、前連結会計年度末直前に発生したフェロニッケル製造設備３基中

１基の電気炉溶融物漏出事故に伴う生産数量減の影響で抑えた販売計画としており、加えて、海外ステンレス生産

者の原料調達が比較的価格優位性の見られるニッケル銑鉄等へ一部シフトする状況は継続し、また、ステンレス鋼

業界における設備稼働率にばらつきが見られており、前年同四半期と比べ国内外向けともに減少し、全体では前年

同四半期比43.7％の減少となりました。

フェロニッケル生産数量は、電気炉溶融物漏出事故の影響に伴い前年同四半期と比べ減少しました。なお、対象

の生産設備１基の復旧については、サプライチェーンの混乱等に伴い部材等の納期が長期間に亘っているため、当

連結会計年度第３四半期を予定しております。

フェロニッケル製品の販売価格は、不透明感の増す事業環境への対応等は継続している中で、当社適用ＬＭＥニ

ッケル価格は前年同四半期比44.9％上昇及び当社適用平均為替レートは前年同四半期比16.9％の円安となり、価格

高となりました。

このように、感染症及びウクライナ情勢等の影響は今後も継続するものと考えられますが、このような不確実性

の高い事業環境等への対応施策は継続的に進めており、収益基盤をより一層強化させるため、省エネ・低コスト生

産等によるトータルコスト削減の推進、最適生産体制構築のための設備強化及び鉱石の長期安定調達へ向けた取り

組み並びに採算性重視の受注を徹底し、臨機応変な生産販売体制の構築等に努めております。さらには、海外事業

展開・新規鉱山開発等の早期実現及びコストミニマムを追求するための業務効率改善策の強化等、業績の底上げ及

び収益安定化に向けた取り組みを継続しております。

その結果、当第１四半期連結累計期間の連結経営成績は、連結売上高が10,857百万円、前年同四半期比では3.7

％の減収となりました。損益面では、営業利益は1,509百万円、前年同四半期比では936.2％の増益、営業外収益に

おいて持分法による投資利益1,197百万円の計上等を含めた経常利益は3,676百万円、前年同四半期比では176.9％
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の増益、親会社株主に帰属する四半期純利益は3,283百万円、前年同四半期比では190.0％の増益となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①ニッケル事業

ニッケル事業についての経営成績は、「(1) 財政状態及び経営成績の状況」に記載のとおりであります。

その結果、当部門の売上高は10,700百万円、前年同四半期比3.3％の減収、営業利益は1,624百万円(前年同四

半期営業利益142百万円)となりました。

②ガス事業

ガス事業についての経営成績は、安定した操業ではありましたが、設備修繕に伴う費用計上等もあり、当部門

は損失計上となりました。

その結果、当部門の売上高は164百万円、前年同四半期比10.3％の増収、営業損失は31百万円(前年同四半期営

業利益25百万円)となりました。

③その他

その他の事業部門につきましては、不動産事業において売買成約はなく、また、廃棄物リサイクル事業は受注

低迷等で、当部門は損失計上となりました。

その結果、当部門の売上高は16百万円、前年同四半期比81.3％の減収、営業損失は86百万円(前年同四半期営

業損失25百万円)となりました。

当第１四半期連結会計期間末における当社グループの資産、負債及び純資産については、次のとおりでありま

す。

資産合計は、前連結会計年度末に比べ2,696百万円減少し、87,156百万円となりました。

流動資産では、計画的な在庫数量の維持及び原材料価格等の上昇の影響により原材料及び貯蔵品は増加しまし

たが、その決済による現金及び預金の減少等もあり、その他の要因も含め前連結会計年度末に比べ3,109百万円の

減少となりました。

固定資産では、持分法による投資利益の増加に伴う投資有価証券の増加等により、その他の要因も含め前連結

会計年度末に比べ413百万円の増加となりました。なお、当社の投資有価証券24,341百万円の主な内訳は、持分法

適用関連会社による連結額14,973百万円、関連会社株式2,378百万円、フィリピンの株式市場へ上場している当社

持分法適用関連会社のホールディングカンパニーNickel Asia Corporation株式5,974百万円であります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ2,323百万円減少し、7,375百万円となりました。

流動負債では、決済時期の影響による支払手形及び買掛金の減少に加えて、法人税等の支払いによる未払法人

税等の減少もあり、その他の要因も含め前連結会計年度末に比べ2,089百万円の減少となりました。

固定負債では、一部保有株式の市場価格下落に伴う繰延税金負債の減少等があり、その他の要因も含め前連結

会計年度末に比べ234百万円の減少となりました。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ372百万円減少し、79,781百万円となりました。

株主資本は、利益計上及び配当金の支払い等を加減算し260百万円の増加、その他の包括利益累計額はその他有

価証券評価差額金の減少等により620百万円の減少及び非支配株主持分は12百万円の減少となりました。

(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

新型コロナウイルス感染症(以下、感染症)及びウクライナ情勢は、国内外の景気へ引き続き影響を及ぼしてお

り、経済の先行きは、依然不確実性が高い状態で推移しております。

数量面において、生産数量は、前連結会計年度末直前におけるフェロニッケル製造設備３基中１基の電気炉溶融

物漏出事故の影響は継続しており、前回公表計画の通りを見込んでおります。復旧については、当連結会計年度の

第３四半期を予定しております。販売数量については、生産数量の影響に加えて、販売環境は一部に不透明感が見

られますが、年初計画通りを見込んでおります。

販売価格面では、金融資本市場の変動、ウクライナ情勢に関連する複合的な要因及びインフレ加速の影響懸念等

について市場の注目度も高く、当社フェロニッケル製品の販売価格形成の指標となる当社適用ＬＭＥニッケル価格

は、比較的高水準ながらも不安定な推移が見込まれます。

調達面においては、ニッケル鉱石は生産に見合う数量は確保する見通しの一方で、ニッケル鉱石価格及び燃料、

諸原料価格等が高水準で推移しており、生産コストへの影響が見込まれます。
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感染症及びウクライナ情勢に伴う影響は、当連結会計年度においても継続するものと考えられますが、そうした

事業環境等への対応は、当社グループの中期経営計画において掲げる基本方針等で取り組む活動に合致しており、

引き続き、強く推し進めて参ります。

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は69百万円であります。

(4) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、販売及び生産の実績に著しい変動がありました。その内容については、

「(1)財政状態及び経営成績の状況」に記載のとおりであります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,577,071 19,577,071
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数：100株
完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。

計 19,577,071 19,577,071 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年４月１日～
2022年６月30日

─ 19,577 ─ 13,922 ─ 3,481

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

① 【発行済株式】

2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ─普通株式
74,300

完全議決権株式(その他)
普通株式

194,423 ─
19,442,300

単元未満株式
普通株式

― ─
60,471

発行済株式総数 19,577,071 ― ―

総株主の議決権 ― 194,423 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,800株(議決権数18個)が含

まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式41株が含まれております。

② 【自己株式等】

2022年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
大平洋金属株式会社

東京都千代田区大手町
一丁目６番１号

74,300 ― 74,300 0.38

計 ― 74,300 ― 74,300 0.38

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 26,332 17,301

売掛金 13,994 11,278

有価証券 2,999 2,800

商品及び製品 5,649 8,428

仕掛品 453 524

原材料及び貯蔵品 5,587 11,897

その他 2,867 2,544

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 57,882 54,772

固定資産

有形固定資産 7,734 7,735

無形固定資産 1 1

投資その他の資産

投資有価証券 23,903 24,341

その他 336 310

貸倒引当金 △5 △5

投資その他の資産合計 24,234 24,647

固定資産合計 31,970 32,383

資産合計 89,852 87,156
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,341 877

未払費用 1,761 1,543

未払法人税等 1,026 301

賞与引当金 444 125

その他 935 571

流動負債合計 5,508 3,419

固定負債

退職給付に係る負債 122 90

繰延税金負債 2,077 1,869

再評価に係る繰延税金負債 631 631

環境対策引当金 5 12

訴訟損失引当金 34 34

契約損失引当金 1,306 1,306

その他 11 10

固定負債合計 4,190 3,956

負債合計 9,699 7,375

純資産の部

株主資本

資本金 13,922 13,922

資本剰余金 3,481 3,481

利益剰余金 58,590 58,850

自己株式 △450 △451

株主資本合計 75,542 75,802

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,603 3,794

繰延ヘッジ損益 － △157

土地再評価差額金 593 593

為替換算調整勘定 △969 △629

退職給付に係る調整累計額 95 100

その他の包括利益累計額合計 4,323 3,702

非支配株主持分 287 275

純資産合計 80,153 79,781

負債純資産合計 89,852 87,156
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 11,280 10,857

売上原価 10,451 8,653

売上総利益 828 2,204

販売費及び一般管理費

販売費 324 292

一般管理費 358 402

販売費及び一般管理費合計 682 695

営業利益 145 1,509

営業外収益

受取利息 1 3

受取配当金 215 237

不動産賃貸料 25 25

持分法による投資利益 949 1,197

為替差益 19 731

その他 51 25

営業外収益合計 1,263 2,221

営業外費用

支払利息 0 0

外国源泉税 30 30

契約精算金 20 －

その他 30 23

営業外費用合計 81 54

経常利益 1,327 3,676

特別利益

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失

減損損失 61 －

固定資産除却損 6 15

特別損失合計 67 15

税金等調整前四半期純利益 1,260 3,661

法人税、住民税及び事業税 16 249

法人税等調整額 99 141

法人税等合計 115 390

四半期純利益 1,144 3,271

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

12 △12

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,132 3,283
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 1,144 3,271

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 311 △809

繰延ヘッジ損益 11 △157

退職給付に係る調整額 12 4

持分法適用会社に対する持分相当額 390 340

その他の包括利益合計 726 △620

四半期包括利益 1,870 2,650

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,858 2,662

非支配株主に係る四半期包括利益 12 △12

　



― 13 ―

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

減価償却費 65百万円 63 百万円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年４月28日
取締役会

普通株式 390 20.00 2021年３月31日 2021年６月３日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年４月28日
取締役会

普通株式 3,022 155.00 2022年３月31日 2022年６月６日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

ニッケル
事業

ガス事業 計

売上高

外部顧客への売上高 11,071 122 11,193 86 11,280 ─ 11,280

セグメント間の内部売上高
又は振替高

─ 26 26 ─ 26 △26 ─

計 11,071 149 11,220 86 11,306 △26 11,280

セグメント利益又は
損失（△）

142 25 168 △25 143 2 145

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない不動産事業、廃棄物リサイクル事業であります。

２ セグメント利益又は損失の調整額２百万円には、セグメント間取引消去２百万円及びその他の調整額０百万

円が含まれております。

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「ニッケル事業」において、減損損失を61百万円計上しております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

ニッケル
事業

ガス事業 計

売上高

外部顧客への売上高 10,700 140 10,841 16 10,857 ─ 10,857

セグメント間の内部売上高
又は振替高

─ 23 23 ─ 23 △23 ─

計 10,700 164 10,865 16 10,881 △23 10,857

セグメント利益又は
損失（△）

1,624 △31 1,593 △86 1,507 2 1,509

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない不動産事業、廃棄物リサイクル事業であります。

２ セグメント利益又は損失の調整額２百万円には、セグメント間取引消去２百万円及びその他の調整額０百万

円が含まれております。

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日　至 2021年６月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)

合計
ニッケル
事業

ガス事業 計

日本 3,946 122 4,068 86 4,155

韓国 496 ─ 496 ― 496

台湾 2,621 ─ 2,621 ― 2,621

中国 3,233 ─ 3,233 ― 3,233

インド 773 ─ 773 ― 773

顧客との契約から生じる収益 11,071 122 11,193 86 11,280

その他の収益 ─ ─ ─ ─ ―

外部顧客への売上高 11,071 122 11,193 86 11,280

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない不動産事業、廃棄物リサイクル事業であります。

当第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　至 2022年６月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
ニッケル
事業

ガス事業 計

日本 4,759 140 4,900 16 4,916

韓国 2,545 ─ 2,545 ─ 2,545

台湾 3,394 ─ 3,394 ─ 3,394

中国 (注)２ △241 ─ △241 ─ △241

インド 242 ─ 242 ─ 242

顧客との契約から生じる収益 10,700 140 10,841 16 10,857

その他の収益 ─ ─ ─ ─ ─

外部顧客への売上高 10,700 140 10,841 16 10,857

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない不動産事業、廃棄物リサイクル事業であります。

(注)２ 前連結会計年度の売上について、ＬＭＥニッケル価格の暴騰に伴い契約価格の変更を行ったことによるも

のです。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益 58.05円 168.36円

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 1,132 3,283

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
利益

(百万円) 1,132 3,283

普通株式の期中平均株式数 (千株) 19,503 19,502

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

2022年４月28日開催の取締役会において、2022年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 3,022百万円

② １株当たりの金額 155円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2022年６月６日

　



― 18 ―

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年８月10日

大平洋金属株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

　 仙台事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神 宮 厚 彦

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岡 野 隆 樹

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大平洋金属株式

会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大平洋金属株式会社及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

　



れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

　

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年８月10日

【会社名】 大平洋金属株式会社

【英訳名】 Pacific Metals Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 青 山 正 幸

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都千代田区大手町一丁目６番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長青山正幸は、当社の第97期第１四半期（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　



宝印刷株式会社印刷
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